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〔利用上の注意〕 

１ 「統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況」（以下、「本月報」という。）中で「指

定統計」とは、改正前の統計法（昭和 22 年法律第 18 号。以下「旧統計法」という。）第２

条の規定に基づき、総務大臣が指定した統計をいう。 

２ 本月報中で「指定統計調査」とは、旧統計法下において、指定統計を作成するために行

われた統計調査をいう。 

３ 本月報中で「承認統計調査」とは、改正後の統計法（平成 19 年法律第 53 号。以下「新

統計法」という。）により廃止された統計報告調整法（昭和 27 年法律第 148 号）の規定に

基づく総務大臣の承認を受けて実施された「統計報告の徴集」の通称をいう。 

４ 本月報中で「届出統計調査」とは、旧統計法下にあっては、第８条に基づき総務大臣に

届けられた統計調査をいい、新統計法下にあっては、第 24 条第１項又は第 25 条に基づき

総務大臣に届けられた統計調査をいう。 

５ 本月報中で「基幹統計」とは、新統計法第２条第４項に規定する統計をいう。旧統計法

下の指定統計のうち、新統計法施行の段階（平成 21 年４月１日）で引き続き作成されてい

たものについては、基幹統計に移行している。 

６ 本月報中で「基幹統計調査」とは、基幹統計を作成するために行われた統計調査をいう。 

７ 本月報中で「一般統計調査」とは、国の行政機関が行う統計調査のうち、基幹統計調査

以外のものをいう。 



８ 本月報中の目次等における調査名の後ろの「平成◇年承認」「平成◇年届出」については、

本月報の編集に係るシステム管理上、付記しているものである。 
 



 

○基幹統計調査の承認 

 

統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日 

農林業センサス 

 

農林水産大臣 

 

承認事項の変更 

① 調査事項の変更 

・  農業経営のために雇

用 し た 年 齢 階 層 別 人

数、６次産業化に関す

る事業の売上高等の把

握 

・  東日本大震災を踏ま

え、激甚災害の指定の

必要性を検討する際に

必要なデータの精度向

上等の観点から、作物

の作付け（栽培）面積

の把握区分について、

従来の作物の種類別か

ら品目別に細分化 

・  農業集落の中心地か

ら最寄りの生活関連施

設（役場等）までの所

要時間の把握等 

② 調査方法の変更 

・  農林業経営体調査に

おいて OCR（光学式文字

読取装置）対応調査票

を導入 

・  農林業経営体調査に

おいてオンライン調査

を導入 

③ 調査期日の変更 

農山村地域調査の実施

時期について、農林業経

営 体 調 査 終 了 後 に 変 更 

等 

 

H25.9.2 

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した基幹統計調査の計画

について、主な内容を掲載したものである。 
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○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H25.9.2 マンション総合調査（管理組合調査票） 国 土 交 通 大 臣

H25.9.5 大学等におけるフルタイム換算データに関する調査 文 部 科 学 大 臣

H25.9.9
公益社団法人及び公益財団法人の寄附金収入に関する実態調
査

内 閣 総 理 大 臣

H25.9.11 民間企業の勤務条件制度等調査 人 事 院 総 裁

H25.9.13 ２１世紀出生児縦断調査 厚 生 労 働 大 臣

H25.9.25 企業のワーク・ライフ・バランスに関する調査 内 閣 総 理 大 臣

H25.9.25 民間企業の研究活動に関する調査 文 部 科 学 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した一般統計調査について掲載したものである。
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H25.9.4 食料品（生鮮食品・加工食品）家計消費アンケート 青 森 県 知 事

H25.9.4 共同住宅における火気の使用に関するアンケート調査 東 京 消 防 庁 消 防 総 監

H25.9.4 川崎市子ども・子育て支援に関する調査 川 崎 市 長

H25.9.5 都内中小企業の技術動向に関する調査 東 京 都 知 事

H25.9.6 子ども・子育てに関するアンケート調査 仙 台 市 長

H25.9.12 産業廃棄物実態調査 岩 手 県 知 事

H25.9.20 青森県内のインターネット利用状況確認アンケート 青 森 県 知 事

H25.9.24 少子化に関する県民意識調査事業 愛 知 県 知 事

H25.9.24 浄化槽に関する調査 愛 知 県 知 事

H25.9.24 県民経済計算推計調査における財政状況調査 和 歌 山 県 知 事

H25.9.24 大阪市こども・子育て支援に関するニーズ調査 大 阪 市 長

H25.9.24 大阪市次世代育成支援に関する若者意識調査 大 阪 市 長

H25.9.24 福岡市子ども・子育て支援に関するニーズ調査 福 岡 市 長

H25.9.25 産業廃棄物経年変化実態調査 東 京 都 知 事

H25.9.27 子どもと子育てに関する調査 青 森 県 知 事

H25.9.30 妊娠と出産に関する意識調査 愛 知 県 知 事

H25.9.30 大阪府内製造業の受注及び経営状況に関する調査 大 阪 府 知 事

H25.9.30 千葉市子ども・子育て支援ニーズ調査 千 葉 市 長

H25.9.30 千葉市産業連関表作成のための調査 千 葉 市 長

H25.9.30 子ども・子育て家庭　意識・生活実態調査 名 古 屋 市 長

H25.9.30 高齢者買い物環境実態調査 北 九 州 市 長

（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H25.9.4 広島市子ども・子育て支援に関するニーズ調査 広 島 市 長

H25.9.5 東京都福祉保健基礎調査（障害者の生活実態） 東 京 都 知 事

H25.9.10 大阪市高齢者実態調査 大 阪 市 長

H25.9.11 労働条件・労働福祉実態調査 愛 知 県 知 事

H25.9.12 賃金等調査 福 岡 県 知 事

○届出統計調査の受理

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（新規）について掲載したもの
　　である。

- 3 -



H25.9.13 熊本県労働条件等実態調査 熊 本 県 知 事

H25.9.30 住生活総合調査拡大調査 佐 賀 県 県 知 事

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（変更）について掲載したもの
　　である。
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○基幹統計調査の承認 

【調査名】 農林業センサス（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年９月２日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部センサス統計室 

【目 的】 本調査は、統計法（平成１９年法律第５３号。以下「法」という。）に基づき、

農林業構造統計（法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成し、我が国

の農林行政に係る諸施策及び農林業に関して行う諸統計調査に必要な基礎資料

を整備することを目的とする。 

【沿 革】 我が国における農業に関するセンサスは、経済統計に関する国際条約に基づ

いて１０年目ごとに行われる世界センサスと、その後５年目ごとの中間年次に行

われる国内センサスという２つの性格のものが、同一体系の下に実施されている。

このセンサスの出発点をなすものは、昭和２５年に行われた「１９５０年世界農

業センサス」であるが、その後は、昭和３０年に「昭和３０年臨時農業基本調査」

として、別個の形の調査が行われたほか、昭和３５年の「１９６０年世界農林業

センサス」からは、世界センサスに林業に関する調査が加えられた。平成２年調

査の「１９９０年世界農林業センサス」から、新たに「農業サービス事業体調査」

が加わるとともに、調査対象農業事業体の経営耕地面積などの下限基準の見直し、

小規模農家の調査の簡略化などかつてない大幅な改正が行われている。平成１２

年調査の「２０００年世界農林業センサス」から、新たに「林業サービス事業体

等調査」が加わるとともに、調査対象林業事業体の保有山林面積の下限基準の見

直し、小規模農家の調査票を専用の調査票とするなどの改正が行われている。ま

た、平成１７年調査の「２００５年農林業センサス」から、農林業の基本的構造

を経営体を基礎として把握するため、従来、形態別に分かれていた事業体に係る

調査を農林業経営体に係る調査に再編成（統合）し、農業と林業に分かれていた

地域調査を農山村地域調査に再編成し、林業に係る調査を５年周期とするなどの

大規模な改正が行われている。 

【調査の構成】 １－農林業経営体調査票  ２－農山村地域調査票（市区町村用） ３

－農山村地域調査票（農業集落用） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：平成２７年１１月末日、詳細：平成２８

年３月末以降） 

※ 

【調査票名】 １－農林業経営体調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農林業経営体 （属性）農林業経営体（試験研究

機関、教育機関、福利厚生施設その他の営利を目的としないものは除く。ま

た、林業を行う者については、森林経営計画若しくは森林施業計画に従って

施業を行う者又は保有山林において調査期日前５年間継続して育林若しく
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は伐採を実施した者、並びに素材生産業において調査期日前１年間に２００

立方メートル以上の素材生産を行った者を対象とする。） （抽出枠）農林

業経営体客体候補名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，７３０，０００ （配布）調査員・オンラ

イン・職員 （取集）調査員・オンライン・職員 （記入）自計 （把握時）

平成２７年２月１日現在 （系統）農林水産省－都道府県－市町村－調査員

－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「０」と「５」の年に実施） （実施期日）

平成２６年１２月１５日～平成２７年２月２８日、農林水産大臣が指定す

る市区町村：平成２６年１２月１日～平成２７年３月３１日 

【調査事項】 １．経営の態様に関する事項、２．世帯の状況に関する事項、３．農業経

営の特徴に関する事項、４．経営耕地面積等に関する事項、５．農業用機械

の所有に関する事項、６．農業労働力に関する事項、７．農作物の作付面積

等及び家畜の飼養状況に関する事項、８．農産物の販売金額等に関する事項、

９．農作業委託及び受託の状況に関する事項、１０．保有山林面積に関する

事項、１１．林業労働力に関する事項、１２．育林面積等及び素材生産量に

関する事項、１３．林産物の販売金額等に関する事項、１４．林業作業の受

託の状況に関する事項、１５．その他農林業経営体の現況を把握するために

必要な事項 

※ 

【調査票名】 ２－農山村地域調査票（市区町村用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市区町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２７年２月１日現在 

（系統）地方農政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府

県：農林水産省－地方農政局－報告者、地方農政局が所在する県であって地

域センターが所在する県：農林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、

農林水産省－地方農政局－報告者、北海道：農林水産省－北海道農政事務所

－地域センター－報告者、農林水産省－北海道農政事務所－報告者、沖縄

県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－報告者、地方

農政局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取

りまとめ地域センター－（地域センター）－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「０」と「５」の年に実施） （実施期日）

平成２７年４月１日～平成２７年６月３０日 

【調査事項】 １．農地・森林の状況等に関する事項、２．地域資源の保全・活用状況に

関する事項、３．総土地面積・林野面積に関する事項、４．農業集落の立地
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条件等に関する事項、５．その他農山村地域の現況を把握するために必要な

事項 

※ 

【調査票名】 ３－農山村地域調査票（農業集落用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業集落 （属性）農業集落（全域が市街化区域

の農業集落を除く。） （抽出枠）農林業センサス農業集落名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４０，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）併用 （把握時）平成２７年２月１日現在 （系統）地方農

政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－

地方農政局－調査員－報告者、地方農政局が所在する県であって地域センタ

ーが所在する県：農林水産省－地方農政局－地域センター－調査員－報告者、

農林水産省－地方農政局－調査員－報告者、北海道：農林水産省－北海道農

政事務所－地域センター－調査員－報告者、農林水産省－北海道農政事務所

－調査員－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産

センター－調査員－報告者、地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除

く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）

－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「０」と「５」の年に実施） （実施期日）

平成２７年４月１日～平成２７年６月３０日 

【調査事項】 １．農地・森林の状況等に関する事項、２．地域資源の保全・活用状況に

関する事項、３．総土地面積・林野面積に関する事項、４．農業集落の立地

条件等に関する事項、５．その他農山村地域の現況を把握するために必要な

事項 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 マンション総合調査（管理組合調査票）（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年９月２日 

【実施機関】 国土交通省住宅局 

【目 的】 マンションの管理に関し、これまでに講じられてきた施策の効果の検証、必

要となる施策の提示を行うための基礎資料を得るとともに、住生活基本計画（平

成２３年３月１５日閣議決定）に基づくマンションに係る目標の達成状況を確認

し、住生活基本計画の見直しに対応することを目的として、マンション総合調査

を実施するものである。 

【調査の構成】 １－管理組合調査票 ２－区分所有者調査票 

【公 表】 平成２６年４月下旬（予定）・インターネット（国土交通省ホームページ）及

び印刷物及び政府統計の窓口（ｅ－ｓｔａｔ） 

※ 

【調査票名】 １－管理組合調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）組合 （属性）マンション管理組合 （抽出枠）

（一社）マンション管理業協会会員会社に管理業務を委託している管理組合

及び（公財）マンション管理センターに登録している自主管理組合 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，６４３／８５，２９６ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年７月１日現在 （系

統）国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１０月～１２月 

【調査事項】 １．マンションの概要について、２．管理組合の運営について、３．管理

規約の作成及び改正について、４． 管理組合の経理について、５．長期修

繕計画について６．修繕・改修・建替えについて、７．管理事務について、

８．トラブルの発生状況について 

※ 

【調査票名】 ２－区分所有者調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）マンションに居住する区分所有者 

（抽出枠）（一社）マンション管理業協会会員会社に管理業務を委託してい

る管理組合及び（公財）マンション管理センターに登録している自主管理組

合の理事長及び区分所有者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，４８４／５，２８３，７１２ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年７月１日現

在 （系統）国土交通省－民間事業者－マンション管理組合－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１０月～１２月（予定） 

【調査事項】 １．現在のお住まい等について、２．管理組合の活動への参加について、
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３．マンションの管理に対する認識について  
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【調査名】 大学等におけるフルタイム換算データに関する調査（平成２５年承

認） 

【承認年月日】 平成２５年９月５日 

【実施機関】 文部科学省科学技術・学術政策局企画評価課 

【目 的】 本調査は、科学技術の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進するに際

して、研究者数や研究時間といった、研究活動の実態把握を行うことは極めて重

要である。研究活動の実態把握にあたっては、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）に

おいて国際的な基準が定められている。この中で、研究者数については、研究活

動の規模を実際の研究時間に即した形で国際比較できるよう、フルタイム換算デ

ータで研究者数を把握する必要があるとされている。本調査は、大学等における

研究者数を国際比較可能なフルタイム換算データに補正するための係数（フルタ

イム換算係数）を得ること目的に、研究時間の実態について、ＯＥＣＤの基準に

従い５年に一度調査するものである。また、平成２３年８月に閣議決定された、

第４期科学技術基本計画において、研究者が研究時間を十分確保できていないこ

とについて指摘されており、これらの改善に向けた取組を強化することが盛り込

まれている。このため、これまで実施してきたフルタイム換算係数を得るための

最低限の調査に加え、研究者の研究及び教育等にかける時間の利用実態をより精

緻に調査し、科学技術の振興に関する基礎資料とするため。 

【沿 革】 平成１４年より調査開始。 

【調査の構成】 １－大学等におけるフルタイム換算データに関する調査票〔教員用〕２

－大学等におけるフルタイム換算データに関する調査票〔大学院博士課程

の在籍者用〕３－大学等におけるフルタイム換算データに関する調査表〔医

局員・その他の研究員用〕 

【公 表】 インターネット（期日：調査実施年の翌年１２月） 

【備 考】 今回の変更は、報告者数の増加。すべての調査票に係る調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－大学等におけるフルタイム換算データに関する調査票〔教員用〕 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）総務省統計局が実施している基幹

統計「科学技術研究統計」で定める大学等の研究者（本務者）のうち、教員 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，６００／１９０，０００ （配布）

オンライン （取集）オンライン （記入）自計 （把握時）調査実施年の

３月３１日現在、及び調査実施年の前年４月１日～調査実施年の３月３１日 

（系統）（配布）文部科学省－民間事業者－大学等事務局－報告者、（回収）

報告者－民間事業者－文部科学省 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１１月１日～調査実施年の翌

年３月３１日 
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【調査事項】 １．勤務先（本務）の名称、２．調査実施年３月３１日時点の勤務先（本

務）、３．職名（本務）、４．雇用上の職務の範囲、５．本務における任期の

有無、６．雇用形態、７．兼務の状況、８．職歴、９．国籍、１０．生年月、

１１．性別、１２．最終学位、１３．専門分野、１４．調査実施年の前年度

における区分別の週数及び休日数、１５．調査実施年の前年度の各期間にお

ける職務を行う平均的な１日の時間数、１６．調査実施年の前年度における

個人又は研究代表者として得た研究資金の金額、１７．研究時間と研究パフ

ォーマンスに関する見解 

※ 

【調査票名】 ２－大学等におけるフルタイム換算データに関する調査票〔大学院博士課

程の在籍者用〕 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）総務省統計局が実施している基幹

統計「科学技術研究統計」で定める大学等の研究者（本務者）のうち、大学

院博士課程の在籍者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，２００／７０，０００ （配布）オ

ンライン （取集）オンライン （記入）自計 （把握時）調査実施年の１

１月１日現在、及び調査実施年の４月１日～調査実施年の翌年３月３１日 

（系統）（配布）文部科学省－民間事業者－大学等事務局－報告者、（回収）

報告者－民間事業者－文部科学省 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１１月１日～調査実施年の翌

年３月３１日 

【調査事項】 １．在籍大学等の名称、２．在籍している大学院博士課程への進学時期、

３．生年月、４．国籍、５．性別、６．専門分野、７．雇用関係、８．貸与・

給付を受けている奨学金・研究奨励金の種類、９．調査実施年の年度の区分

別の週数及び休日数、１０．調査実施年の年度の各期間における大学院博士

課程の在籍者としての活動を行う平均的な１日の時間数 

※ 

【調査票名】 ３－大学等におけるフルタイム換算データに関する調査表〔医局員・その

他の研究員用〕 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）総務省統計局が実施している基幹

統計「科学技術研究統計」で定める大学等の研究者（本務者）のうち、医局

員・その他の研究員 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，６００／３０，０００ （配布）オ

ンライン （取集）オンライン （記入）自計 （把握時）調査実施年の３

月３１日現在、及び調査実施年の前年４月１日～調査実施年の３月３１日 

（系統）（配布）文部科学省－民間事業者－大学等事務局－報告者、（回収）
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報告者－民間事業者－文部科学省 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１１月１日～調査実施年の翌

年３月３１日 

【調査事項】 １．勤務先（本務）の名称、２．調査実施年３月３１日時点の勤務先（本

務）、３．研究者の区分（本務）、４．研究者としての状況、５．調査実施年

３月３１日に勤務している機関で医局員・その他の研究員となった年月、６．

本務における任期の有無、７．雇用形態、８．兼務の状況、９．職歴、１０．

国籍、１１．生年月、１２．性別、１３．最終学位、１４．専門分野、１５．

調査実施年の前年度における一週間あたりの休日数、１６．調査実施年の前

年度における職務を行う平均的な１日の時間数、１７．調査実施年の前年度

の前年度における個人又は研究代表者として得た研究資金の金額  
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【調査名】 公益社団法人及び公益財団法人の寄附金収入に関する実態調査（平

成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年９月９日 

【実施機関】 内閣府大臣官房公益法人行政担当室 

【目 的】 所得税法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第５号）に、寄附金に係

る税制上の措置の在り方について、これまで講じられた措置の効果等を踏まえつ

つ、平成２５年度中に検討し、その結果に基づき、必要な措置を講ずる旨の規定

が設けられている。本調査は、当該検討に資するため、公益社団法人及び公益財

団法人の寄附金収入に関し、税制上の措置の影響等の実態を把握することを目的

とする。 

【調査の構成】 １－公益社団法人及び公益財団法人の寄附金収入に関する実態調査票 

【公 表】 インターネット（ｅ－Ｓｔａｔ等） 

※ 

【調査票名】 １－公益社団法人及び公益財団法人の寄附金収入に関する実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人 （属性）公益社団法人及び公益財団法人 （抽

出枠）母集団名簿（内閣府が把握している公益社団法人及び公益財団法人の

認定処分（内閣府又は都道府県が行政庁として処分）の実績） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８，２００ （配布）オンライン （取集）オ

ンライン （記入）自計 （把握時）平成２０年度から平成２４年度までの

実績 （系統）内閣府 － 報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年９月１０日～１０月１日 

【調査事項】 １．法人規模、２．寄附税制の状況、３．寄附の受入状況等  
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【調査名】 民間企業の勤務条件制度等調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年９月１１日 

【実施機関】 人事院職員福祉局職員福祉課 

【目 的】 本調査は、民間企業における労働条件、休業・休暇、福利厚生、退職管理及

び災害補償法定外給付等の諸制度を調査し、公務員の勤務条件検討のための基礎

資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和４６年に開始され、以後毎年実施されている。旧統計法（昭

和２２年法律第１８号）下では「届出統計調査」として扱われてきたが、全部改

正された新統計法（平成１９年法律第５３号）により、一般統計調査として扱わ

れることになった。なお、人事院では、民間企業退職金実態調査を昭和３６年度

からおおむね５～６年ごとに民間企業の退職金に関して実施してきたが、平成１

８年調査は「被用者年金制度の一元化等に関する基本方針」（平成１８年４月２

８日閣議決定）において、人事院が諸外国の公務員年金や、民間の企業年金及び

退職金について調査を実施することとされたことを受け、「民間企業退職給付（企

業年金・退職一時金等）調査」として実施したところであるが、当該調査の平成

２３年調査の実施に当たっては、報告者負担の軽減及び調査の効率的実施の観点

から、本調査において退職給付制度等に関する事項として実施した。 

【調査の構成】 １－民間企業の勤務条件制度等調査 調査票 

【公 表】 プレス、インターネット及び印刷物（調査実施年の翌年９月末予定） 

※ 

【調査票名】 １－民間企業の勤務条件制度等調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類

のうち、「農業，林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、

「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便

業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学

術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サ

ービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事

業」、「サービス業（他に分類されないもの）」に属し、常勤の従業者数５０

人以上の民営企業 （抽出枠）職種別民間給与実態調査対象企業名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，１７３／４１，３１０ （配布）郵

送・職員 （取集）郵送・職員 （記入）併用 （把握時）毎年１０月１日

現在 （系統）人事院－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～同年１１月２０日 

【調査事項】 １．基本属性（１）企業全体の常勤従業員数、（２）主な事業内容、ア．

労働時間の短縮制度、イ．社宅の状況等（１）社宅の保有の有無、転勤の有

無等、（２）社宅の保有割合、世帯用社宅の使用料及び世帯用社宅の入居要
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件等、ウ．業務災害及び通勤災害に対する法定外給付制度、エ．従業員の退

職管理等の状況（１）平成２４年度の定年制と定年退職者の継続雇用の状況、

（２）高年齢者雇用確保措置の状況等、（３）退職給付制度の状況  
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【調査名】 ２１世紀出生児縦断調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年９月１３日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健社会統計課世帯統計室 

【目 的】 本調査は、２１世紀の初年に出生した子及び平成２２年に出生した子の実態

及び経年変化の状況を継続的に観察することにより、少子化対策、子どもの健全

育成等厚生労働行政施策の企画立案、実施等のための基礎資料を得ることを目的

とする。 

【沿 革】 本調査は、平成１３年出生児を対象に平成１３年から開始された。その後、

平成２２年に、平成２２年出生児用調査票が新たに設けられ、従来の平成１３年

出生児に加え、平成２２年出生児に係る調査が開始された。 

【調査の構成】 １－平成１３年出生児用調査票（本人用）２－平成１３年出生児用調査

票（保護者用）３－平成２２年出生児用調査票 

【公 表】 インターネット（平成１３年出生児に係る調査結果は、調査実施翌年の１２

月，平成２２年出生児に係る調査結果は、調査実施翌々年の７月） 

※ 

【調査票名】 １－平成１３年出生児用調査票（本人用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）２００１年１月１０日～同月１７

日の間及び７月１０日～同月１７日の間に出生した子 （抽出枠）人口動態

調査出生票 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３５，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）１月出生児：毎年１月１８日現在、７月出生児：毎年

７月１８日現在 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１月出生児：毎年１月７日～２月１０日、７

月出生児：毎年７月７日～８月１０日 

【調査事項】 １．家族の状況、２．起床・就寝時間、３．食事の様子、４．家庭の様子

（親子の会話、父母の喫煙状況）、５．学校生活の様子（通っている学校、

学校生活の満足度）、６．１日の学習時間、学習塾等の種類、７．将来（進

路、結婚、子どもを持つ時期、就きたい理由、きっかけ）、８．携帯電話、

９．小遣い、１０．身長・体重、１１．悩みや不安 

※ 

【調査票名】 ２－平成１３年出生児用調査票（保護者用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）２００１年１月１０日～同月１７

日の間及び７月１０日～同月１７日の間に出生した子の保護者 （抽出枠）

人口動態調査出生票 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３５，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）１月出生児：毎年１月１８日現在、７月出生児：毎年
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７月１８日現在 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１月出生児：毎年１月７日～２月１０日、７

月出生児：毎年７月７日～８月１０日 

【調査事項】 １．父母の就業状況、２．喫煙の状況、３．子育て費用、４．習い事・学

習塾等の費用、５．収入、６．子育てに関する意識等（負担や悩み、希望す

る子どもの将来の職） 

※ 

【調査票名】 ３－平成２２年出生児用調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）２０１０年５月１０日～同月２４

日の間に出生した子の保護者 （抽出枠）人口動態調査出生票 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３４，７００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎年１２月１日現在 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月１８日～１２月１７日 

【調査事項】 １．家族の状況、２．住環境の状況、３．子どもの状況、４．子育て費用、

５．保育サービスの利用状況、６．子育てに関する意識等、７．父母の状況  
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【調査名】 企業のワーク・ライフ・バランスに関する調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年９月２５日 

【実施機関】 内閣府男女共同参画局推進課 

【目 的】 仕事と生活の調和した社会の実現をめざすため、政府は、平成１９年１２月

に「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕事と生活の

調和推進のための行動指針」を策定し（平成２２年６月改定）、官民一体で取組

を推進している。行動指針では、社会全体として達成することを目指す２０２０

年までの数値目標を設定しており、平成２５年度は、行動指針策定時と２０２０

年のほぼ中間年度に当たるため、仕事と生活の調和連携推進・評価部会（以下「評

価部会」という）において、進捗が不十分な数値目標について、既存調査等を活

用して進捗が不十分な要因を分析し、ワーク・ライフ・バランスを推進する上で

の課題等を明らかにするとともに、数値目標の達成に向けて必要な施策等を講じ

ることとしている。本調査は、既存調査では把握できない企業の実態等を調査し、

ワーク・ライフ・バランスの取組が進まない理由等を把握・分析し、評価部会が

実施する数値目標のフォローアップにおける基礎資料を作成することを目的と

する。 

【調査の構成】 １－企業のワーク・ライフ・バランスに関する調査票 

【公 表】 インターネット・印刷物 

※ 

【調査票名】 １－企業のワーク・ライフ・バランスに関する調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類

Ｄ「建設業」、大分類Ｈ「運輸、郵便業」（中分類４９「郵便業」を除く）、

大分類Ｉ「卸売業、小売業」のうち中分類５６「各種商品小売業」、５７「織

物、衣服、身の回り品小売業」、５８「飲食料品小売業」、５９「機械器具小

売業」、６０「その他の小売業」、６１「無店舗小売業」及び大分類Ｍ「宿泊

業、飲食サービス業」（中分類７５「宿泊業」を除く）に属する、従業員数

が１００人以上１０００人未満の企業 （抽出枠）事業所母集団データベー

ス 

【調査方法】 （選定）無作為 （客体数）３，０００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２５年７月１日 （系

統）内閣府 － 民間事業者 － 報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年９月上旬 

【調査事項】 １．長時間労働抑制、２．年次有給休暇取得、３．自己啓発促進及び女性

の活用に関する企業の取組等  

- 18 -



【調査名】 民間企業の研究活動に関する調査（平成２５年承認） 

【承認年月日】 平成２５年９月２５日 

【実施機関】 文部科学省科学技術政策研究所 

【目 的】 本調査は、民間企業の研究活動の動向を把握・分析することにより、科学技

術政策の立案・推進に資することを目的とする。 

【沿 革】 昭和４６年度に調査開始 

【調査の構成】 １－民間企業の研究活動に関する調査 調査票 

【公 表】  

【備 考】 今回の変更は、「報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間」、「集計

事項」の追加及び削除、一部変更である。 

※ 

【調査票名】 １－民間企業の研究活動に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）本調査実施年度前年度「科学技術

研究調査」（総務省・基幹統計調査）調査対象企業のうち、資本金１億円以

上で、かつ、「社内で研究を実施している」と回答した約３５００企業 （抽

出枠）「科学技術研究調査」調査結果 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，５００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）資本金は調査実施年の４

月１日時点、その他については設問ごとに異なる。 （系統）文部科学省－

民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１１月１日～１１月３０日（１日およ

び３０日が土日祝日に該当する場合は翌営業日） 

【調査事項】 １．企業の現況及び研究開発活動に関する基礎情報（財務情報、研究開発

費とその内訳、成果等）、２．研究開発者の雇用状況、３．知的財産活動へ

の取り組み（特許出願・実施件数、企業秘密の流出実態等）、４．主力製品・

サービス分野の研究開発（市場の特徴、研究開発成果等）、５．他組織との

連携・外部知識等の活用（連携の実施状況、目的、程度等）、６．先端的な

公的研究施設・設備の利用（先端研究施設の共同利用状況等） 

- 19 -



○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 食料品（生鮮食品・加工食品）家計消費アンケート（平成２５年届

出） 

【受理年月日】 平成２５年９月４日 

【実施機関】 青森県農林水産部農林水産政策課 

【目 的】 本調査は、一般の家庭の食料品に係る購買行動及び意識について明らかにし、

青森県産食料品の今後の販売促進業務のための基礎資料とすることを目的とす

る。 

【調査の構成】 １－食料品（生鮮食品・加工食品）家計消費アンケート 調査票 

※ 

【調査票名】 １－食料品（生鮮食品・加工食品）家計消費アンケート 調査票 

【調査対象】 （地域）全国（自主的にウェブアンケート会員に登録された方。会員数の

内訳は青森県内約２割、青森県外約８割。） （単位）個人 （属性）ウェ

ブアンケート登録者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６，８９６ （配布）オンライン （取集）オ

ンライン （記入）自計 （把握時）平成２５年９月１５日（日）～平成２

５年１０月１２日（土） （系統）都道府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２５年９月１５日（日）～平成２

５年１０月１２日（土） 

【調査事項】 １．家計内での主たる食料品購入者、２．食料品購入頻度、３．食料品購

入１回当りの金額 等  
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【調査名】 共同住宅における火気の使用に関するアンケート調査（平成２５年

届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月４日 

【実施機関】 東京消防庁予防部予防課 

【目 的】 今後の共同住宅の火災予防対策等に反映することを目的とする。 

【調査の構成】 １－共同住宅における火気の使用に関するアンケート調査票 

※ 

【調査票名】 １－共同住宅における火気の使用に関するアンケート調査票 

【調査対象】 （地域）東京都全域（稲城市及び島しょ地域を除く。） （単位）世帯 （属

性）５階建て以上の共同住宅に居住する世帯 （抽出枠）東京消防庁管内の

５階建て以上の共同住宅を階層（３種類）及び竣工年（４種類）で１２層に

分類し、各層から１，０５０世帯（１５棟、平均７０世帯）を抽出 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１２，６００／２，２００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）

東京消防庁―民間事業者―報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年９月末～平成２５年１０月

中旬 

【調査事項】 １．電気・ガス・灯油等を用いる火気設備機器の使用状況について、２．

火気設備機器使用時の事故等の経験について  
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【調査名】 川崎市子ども・子育て支援に関する調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月４日 

【実施機関】 川崎市市民・こども局こども本部子育て支援部子育て支援課 

【目 的】 本調査は、子ども・子育て支援法第６１条第１項に規定する市町村子ども・

子育て支援事業計画を作成するにあたり、教育・保育施設等に対する保護者の利

用希望を把握することを目的とする。 

【調査の構成】 １－ 川崎市子ども・子育て支援に関する調査 調査票（小学校就学前

子どもの保護者）２－ 川崎市子ども・子育てに関する調査 調査票（小

学校就学子どもの保護者） 

※ 

【調査票名】 １－ 川崎市子ども・子育て支援に関する調査 調査票（小学校就学前子

どもの保護者） 

【調査対象】 （地域）川崎市全域 （単位）個人 （属性）小学校就学前子どもの保護

者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／８１，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票回答日時点 （系統）

川崎市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年９月２７日～１０月１８日 

【調査事項】 １．子どもと家族の状況、２．子どもの育ちをめぐる環境について、３．

保護者の就労状況について、４．日中の定期的な教育・保育事業の利用状況

について、５．地域子育て支援センター等の地域の子育て支援事業の利用状

況について、６．土曜・休日や長期休暇中の「定期的な」教育・保育事業の

利用について、７．子どもの病気の際の対応について、８．不定期の教育・

保育事業や宿泊を伴う一時預かり等の利用について、９．小学校就学後の希

望等について、１０．育児休業や短時間勤務制度など職場の両立支援制度に

ついて、１１．これまでの川崎市の子育てに関する事業への取組について 

※ 

【調査票名】 ２－ 川崎市子ども・子育てに関する調査 調査票（小学校就学子どもの

保護者） 

【調査対象】 （地域）川崎市全域 （単位）個人 （属性）小学校就学子どもの保護者 

（抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／７３，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票回答日時点 （系統）

川崎市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年９月２７日～１０月１８日 

【調査事項】 １．子どもと家族の状況、２．子どもの育ちをめぐる環境について、３．
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保護者の就労状況について、４．放課後の過ごし方について、５．わくわく

プラザの利用について、６．子どもの病気の際の対応について、７．一時的

または宿泊を伴う預かり事業の利用について、８．これまでの川崎市の子育

てに関する事業への取組について  
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【調査名】 都内中小企業の技術動向に関する調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月５日 

【実施機関】 東京都産業労働局商工部調整課 

【目 的】 環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）交渉がはじまり、関税障壁なき国際

競争の激化が見込まれる中で、日本経済の牽引役となっている首都東京の産業が

将来にわたって発展するためには、価格競争によらない確かな技術力により活躍

する中小企業を重点的かっ戦略的に育成する必要がある。 このため、今後成長

が期待される圏内産業分野における中小中堅企業を対象に、自社の技術動向や、 

世界的産業技術動向への対応などを調査し、もって製造業の振興施策の基礎資料

とするため。 

【調査の構成】 １－都内中小企業の技術動向に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－都内中小企業の技術動向に関する調査票 

【調査対象】 （地域）東京都内全域（島しょを除く） （単位）事業所 （属性）製造

業で、資本金 ３億円以下または従業者規模 １０ 人以上 ３００ 人以

下の事業所 （抽出枠）平成２４年経済センサスー活動調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為通出 （客体数）３，０００／４，７９１ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成 ２５年１０月１日時点 （系

統）東京都ー民間事業者ー報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月上旬～１０月下旬 

【調査事項】 １．企業概要、２．業務内容、３．業績、４．人材育成、５．所有機器、

６．自社技術動向、７．産業技術動向  
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【調査名】 子ども・子育てに関するアンケート調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月６日 

【実施機関】 仙台市子供未来局子供育成部総務課 

【目 的】 本調査は、（仮称）仙台市子ども・子育て支援に係る計画（計画期間：平成２

７年度～平成３１年度、子ども・子育て支援法の規定に基づく「市町村子ども・

子育て支援事業計画」を含む）の策定にあたり、子どもの保護者の教育・保育施

設等の利用に関する意向や子ども及びその保護者の置かれている環境その他の

事情を把握することを目的とする。 

【調査の構成】 １－子ども・子育てに関するアンケート調査（就学前児童の保護者向け）

２－子ども・子育てに関するアンケート調査（小学生の保護者向け） 

※ 

【調査票名】 １－子ども・子育てに関するアンケート調査（就学前児童の保護者向け） 

【調査対象】 （地域）仙台市全域 （単位）個人 （属性）小学校就学前の児童の保護

者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，０００／５５，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月中旬～１１

月中旬 （系統）仙台市－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月中旬～１１月中旬 

【調査事項】 １．家族の状況、２．保護者の就労状況、３．幼稚園・保育施設等の利用

状況・希望など 

※ 

【調査票名】 ２－子ども・子育てに関するアンケート調査（小学生の保護者向け） 

【調査対象】 （地域）仙台市全域 （単位）個人 （属性）小学校１年生～６年生の保

護者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，８００／５４，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月中旬～１１

月中旬 （系統）仙台市－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月中旬～１１月中旬 

【調査事項】 １．家族の状況、２．保護者の就労状況、３．幼稚園・保育施設等の利用

状況・希望など  
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【調査名】 産業廃棄物実態調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月１２日 

【実施機関】 岩手県保健福祉部資源循環推進課 

【目 的】 本県では、平成２８年度を始期とする「岩手県循環型社会形成推進計画（第

４次廃棄物処理計画）（仮）」を策定することとしており、平成２４年度における

産業廃棄物の発生量、有価物量、再生利用量、最終処分量等の産業廃棄物の排出

状況等を把握し、岩手県内における産業廃棄物の処理量等の統計資料及び本計画

策定の基礎資料とするため。 

【調査の構成】 １－産業廃棄物実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－産業廃棄物実態調査票 

【調査対象】 （地域）県内全域及び各都道府県内 （単位）事業所 （属性）日本標準

産業分類に掲げる大分類「鉱業、砕石業、砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、

「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業、郵便業」、「卸売

業、小売業」、「医療、福祉」「サービス業」に属する産業廃棄物排出事業者

（調査対象事業者総数は概ね３０００社程度とし、平成２３年度の排出実績

傾向等を踏まえ、各業種別に抽出するもの）。 （抽出枠）平成２４年度経

済センサス－活動調査名簿、県保管各事業者名簿、会社年鑑従業員数、資本

金及び業種により選定 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３，０００／２０，０００ （配布）郵送・

オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２

４年度１年間の実績 （系統）岩手県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２５年１０月１５日～１２月１３日 

【調査事項】 １．産業廃棄物の排出量、自己中間処理状況、今後の排出見通し等、２．

東日本大震災からの復旧・復興工事及び関連業種により排出される、産業廃

棄物の排出実績、３．東京電力福島第一原子力発電所事故に起因して発生し

た放射性物質汚染廃棄物と、それ 以外の産業廃棄物の排出実績との内訳  
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【調査名】 青森県内のインターネット利用状況確認アンケート（平成２５年届

出） 

【受理年月日】 平成２５年９月２０日 

【実施機関】 青森県企画政策部情報システム課 

【目 的】 県内の高校生とその保護者を対象に、インターネットの利用状況を調査し、

県民のＩＣＴ利活用の向上を図るための基礎資料とするため。 

【調査の構成】 １－青森県内のインターネット利用状況確認アンケート 調査票【高校

生回答用】、２－青森県内のインターネット利用状況確認アンケート 調査

票【世帯（保護者）回答用】 

※ 

【調査票名】 １－青森県内のインターネット利用状況確認アンケート 調査票【高校生

回答用】 

【調査対象】 （地域）青森県内全域 （単位）個人 （属性）高校２年生 （抽出枠）

青森県教育庁から推薦された高校の２年生 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４，２００／１２，５６３ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月８日から平成２

５年１０月２７日まで （系統）青森県－民間事業者－高校－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月８日から平成２５年

１０月２７日まで 

【調査事項】 １．インターネットの利用の有無、２．インターネットを利用する機器、

３．インターネットの利用目的、４．インターネットで利用しているサービ

ス、５．インターネットを利用する頻度、６．インターネットの利用時間 

※ 

【調査票名】 ２－青森県内のインターネット利用状況確認アンケート 調査票【世帯（保

護者）回答用】 

【調査対象】 （地域）青森県内全域 （単位）世帯 （属性）調査対象の高校２年生の

保護者 （抽出枠）青森県教育庁から推薦された高校の２年生の保護者 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４，２００／１２，５６３ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月８日から平成２

５年１０月２７日まで （系統）青森県－民間事業者－高校－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月８日から平成２５年

１０月２７日まで 

【調査事項】 １．インターネットの利用の有無、２．インターネットを利用する機器、

３．インターネットの利用目的、４．インターネットで利用しているサービ

ス、５．インターネットを利用する頻度、６．インターネットの利用時間  

- 27 -



【調査名】 少子化に関する県民意識調査事業（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月２４日 

【実施機関】 愛知県健康福祉部子育て支援課 

【目 的】 本調査は、愛知県における子育ての現状や少子化対策に関する県民の意識や

ニーズ等を把握し、次期少子化対策推進基本計画策定のための基礎資料とするこ

とを目的とする。 

【調査の構成】 １－少子化に関する県民意識調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－少子化に関する県民意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）個人 （属性）愛知県内に居住する満２０

歳～４９歳の男女 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／７，４２０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月１日 

（系統）愛知県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２５年１０月２１日～平成２５年

１１月６日 

【調査事項】 １．結婚や子どもを持つことに対する意識、２．子育てに関する現状認識

等少子化に関する意識を問う設問  
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【調査名】 浄化槽に関する調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月２４日 

【実施機関】 愛知県環境部水地盤整備課 

【目 的】 浄化槽の使用状況及び維持管理状況を把握するため。 

【調査の構成】 １－浄化槽に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－浄化槽に関する調査票 

【調査対象】 （地域）知多市内全域 （単位） （属性）届出等により浄化槽台帳に登

録された浄化槽管理者 （抽出枠）届出等による浄化槽台帳（知多市分） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，４００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）愛知県‐報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）１０月２５日から１１月２９日 

【調査事項】 １．浄化槽使用の有無、２．使用浄化槽の形式、３．浄化槽の維持管理状

況  
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【調査名】 県民経済計算推計調査における財政状況調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月２４日 

【実施機関】 和歌山県企画部企画政策局調査統計課 

【目 的】 本調査は県内に所在する政府関係機関等の財政状況を把握し、和歌山県経済

の循環構造を集約的に表現した県民経済計算年報作成の基礎資料を得ることを

目的とする。 

【調査の構成】 １－財政状況調査票 

※ 

【調査票名】 １－財政状況調査票 

【調査対象】 （地域）和歌山県全域 （単位）事業所 （属性）県民経済計算マニュア

ル（平成１７年基準）に沿って作成した調査機関名簿の全事業所 （抽出枠）

県民経済計算マニュアル（平成１７年基準）に沿って作成した調査機関名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２４年４月～平成２５年３月 （系統）和歌山県－報

告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２５年１１月１日～平成２５年１２月３

１日 

【調査事項】 １．職員数、組合員数、２．財務状況（歳入、歳出、損益等）  
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【調査名】 大阪市こども・子育て支援に関するニーズ調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月２４日 

【実施機関】 大阪市こども青少年局企画部総務課 

【目 的】 本調査は、子育て世帯のニーズや意識等を把握し、大阪市の子ども・子育て

支援事業計画（平成２７年度～平成３１年度）を策定するための基礎資料を得る

ことを目的とする。 

【調査の構成】 １－ 大阪市こども・子育て支援に関するニーズ調査 調査票（就学前

児童用）２－大阪市こども・子育て支援に関するニーズ調査 調査票（就

学児童用） 

※ 

【調査票名】 １－ 大阪市こども・子育て支援に関するニーズ調査 調査票（就学前児

童用） 

【調査対象】 （地域）大阪市全域 （単位）個人 （属性）大阪市内在住の就学前児童

の保護者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２４，０００／１３０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月１日まで

の１年間 （系統）（配布）：大阪市－民間事業者－報告者、（回収）：報告者

－大阪市 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２５年１０月１０日～１０月２８

日 

【調査事項】 １．子どもと家族の状況、２．子どもの育ちをめぐる環境、３．保護者の

就労状況、４．平日に定期的に利用している幼稚園・保育所等の利用、５．

地域の子育てサービスの利用、６．幼稚園や保育所等の土・日・祝日及び長

期休暇中の定期的な利用、７．病児・病後児保育事業、８．一時預かり、９．

放課後児童クラブ、１０．生活環境、１１．子育てに対する意識、１２．仕

事と子育ての両立、１３．行政への要望 

※ 

【調査票名】 ２－大阪市こども・子育て支援に関するニーズ調査 調査票（就学児童用） 

【調査対象】 （地域）大阪市全域 （単位）個人 （属性）大阪市内在住の小学校１～

４年生の保護者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／９０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月１日まで

の１年間 （系統）（配布）：大阪市－民間事業者－報告者、（回収）：報告者

－大阪市 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２５年１０月２１日～１１月７日 

【調査事項】 １．子どもと家族の状況、２．放課後児童クラブ、３．病児・病後児保育
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事業、４．一時預かり、５．平日の過ごし方、６．地域活動への参加、７．

生活環境の整備、８．子どもの安全確保、９．子育てに対する意識、１０．

子どもの生活習慣、１１．仕事と子育ての両立、１２．行政への要望  
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【調査名】 大阪市次世代育成支援に関する若者意識調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月２４日 

【実施機関】 大阪市こども青少年局企画部総務課 

【目 的】 本調査は、若者の生活実態や職業観、人生観等の意識を把握し、大阪市の子

ども・子育て支援事業計画（平成２７年度～平成３１年度）を策定するための基

礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－大阪市次世代育成支援に関する若者意識調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－大阪市次世代育成支援に関する若者意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）大阪市全域 （単位）個人 （属性）大阪市内在住の１５歳～３

９歳の若者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００／８８０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月１日まで

の１年間 （系統）（配布）：大阪市－民間事業者－報告者、（回収）：報告者

－大阪市 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２５年１０月２１日～１１月７日 

【調査事項】 １．普段の生活、２．社会生活、３．自己認識・価値観、４．ライフプラ

ン、５．地域関係  
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【調査名】 福岡市子ども・子育て支援に関するニーズ調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月２４日 

【実施機関】 福岡市こども未来局こども部総務企画課 

【目 的】 本調査は、福岡市における子ども及び子どもの保護者の保育・子育て支援に

対する量的・質的な実態、ニーズ、意向、また子育てについての意識等を把握し、

次期「福岡市こども総合計画（子ども・子育て支援事業計画を含む）」を策定に

係る基礎資料を得るため実施することを目的とする。 

【調査の構成】 １－ 福岡市子ども・子育て支援に関するニーズ調査 調査票（乳幼児

の保護者用）２－福岡市子ども・子育て支援に関するニーズ調査 調査票

（小学生の保護者用）３－ 福岡市子ども・子育て支援に関するニーズ調

査 調査票（中学生・高校生等用）４－ 福岡市子ども・子育て支援に関

するニーズ調査 調査票（中学生・高校生等の保護者用）５－ 福岡市子

ども・子育て支援に関するニーズ調査 調査票（１８～３０歳用） 

※ 

【調査票名】 １－ 福岡市子ども・子育て支援に関するニーズ調査 調査票（乳幼児の

保護者用） 

【調査対象】 （地域）福岡市内 （単位）個人 （属性）乳幼児の保護者 （抽出枠）

住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，０００／１，４７０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月 （系

統）福岡市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１０月２１日から平成２５年１

１月８日まで 

【調査事項】 １．家族の状況、２．保護者の就労状況、３．子育て環境、４．子どもプ

ラザ・子育て交流サロンの利用状況、５．定期的な教育・保育事業の利用状

況、６．病気の際の対応、７．不定期の教育・保育事業の利用、８．宿泊を

伴う一時預かり等の利用、９．小学校数学後の放課後の過ごし方、１０．育

児休業など職場の両立支援制度、１１．日ごろの生活、１２．子育てに関す

る意識 

※ 

【調査票名】 ２－福岡市子ども・子育て支援に関するニーズ調査 調査票（小学生の保

護者用） 

【調査対象】 （地域）福岡市内 （単位）個人 （属性）小学生の保護者 （抽出枠）

住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１，４７０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月 （系
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統）福岡市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１０月２１日から平成２５年１

１月８日まで 

【調査事項】 １．家族の状況、２．保護者の就労状況、３．留守家庭子ども会等の利用、

４．病気の時の対応、５．一時預かり、６．ファミリー・サポート・センタ

ーの利用、７．子育て支援サービスの認知度・利用意向、８．子育てに関す

る悩みや相談、９．子育てに関する情報、１０．日頃の生活、１１．遊び場

や地域の子育て環境、１２．理想的な子どもの数、１３．行政への要望 

※ 

【調査票名】 ３－ 福岡市子ども・子育て支援に関するニーズ調査 調査票（中学生・

高校生等用） 

【調査対象】 （地域）福岡市内 （単位）個人 （属性）中学生・高校生等 （抽出枠）

住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１，４７０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月 （系

統）福岡市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１０月２１日から平成２５年１

１月８日まで 

【調査事項】 １．ふだんのこと、２．友だち、３．日ごろ考えていること、４．学校、

５．家族や家庭、６．地域での活動やボランティア活動、７．携帯電話やイ

ンターネットの使用状況 

※ 

【調査票名】 ４－ 福岡市子ども・子育て支援に関するニーズ調査 調査票（中学生・

高校生等の保護者用） 

【調査対象】 （地域）福岡市内 （単位）個人 （属性）中学生・高校生等の保護者 （抽

出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１，４７０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月 （系

統）福岡市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１０月２１日から平成２５年１

１月８日まで 

【調査事項】 １．家族の状況、２．こどものことやしつけ、３．家庭、４．学校、５．

地域、６．保護者の就労状況 

※ 

【調査票名】 ５－ 福岡市子ども・子育て支援に関するニーズ調査 調査票（１８～３

０歳用） 
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【調査対象】 （地域）福岡市内 （単位）個人 （属性）１８～３０歳 （抽出枠）住

民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１，４７０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月 （系

統）福岡市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１０月２１日から平成２５年１

１月８日まで 

【調査事項】 １．ふだんの生活、２．日ごろ考えていること、３．就業・就学状況、４．

結婚や子ども、５．地域、６．行政  
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【調査名】 産業廃棄物経年変化実態調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月２５日 

【実施機関】 東京都環境局廃棄物対策部資源循環推進課 

【目 的】 本調査は、毎年度都内産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を含む。）の排出量、

処理量等を調査・推計することにより、処理状況を把握し、東京都の産業廃棄物

施策を検討する基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－産業廃棄物経年変化実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－産業廃棄物経年変化実態調査票 

【調査対象】 （地域）東京都内全域（島しょを除く） （単位）事業所 （属性）＂１．

建設業に属する事業所のうち「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第１２

条第１０項の規定に基づき「産業廃棄物処理計画実施状況報告書」及び同法

律第１２条の２第１１項の規定に基づき「特別管理産業廃棄物処理計画実施

状況報告書」を東京都知事に提出した者、２．「多量排出事業者」を除く資

本金規模別の上位約７００事業所、３．製造業に属する事業所のうち、多量

排出事業者及び多量排出事業者を除く従業者規模別の上位約１０００事業

所、４．医療、福祉業に属する事業所のうち、多量排出事業者及び多量排出

事業者を除く従業者規模別の上位約２００事業所、５．建設業、製造業、医

療、福祉業以外の多量排出事業者約１００事業所 

 

＂ （抽出枠）多量排出事業者約６００事業者、建設業のうち資本金額５０百万円以上の

約１４００事業所、製造業のうち従業員数の約１０人以上の３０００事業所、医療、福祉

業のうち従業員数２０人以上の約１０００事業所） 

【調査方法】 （選定）全数・有意抽出 （客体数）２，５００／６，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年３月３１日 （系

統）東京都 － 民間事業者 － 報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１０月下旬～１１月 

【調査事項】 １．回答者の資本金、２．従業員数、３．産業廃棄物の発生量、４．処理

方法、５．最終処分方法等  
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【調査名】 子どもと子育てに関する調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月２７日 

【実施機関】 青森県健康福祉部こどもみらい課 

【目 的】 本調査は、青森県内の０歳～１５歳の子供を持つ親を対象に、子供と子育て

に関する実態や意識を把握し、子育て支援施策の基礎資料とすることを目的とす

る。 

【調査の構成】 １－子どもと子育てに関する調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－子どもと子育てに関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）青森県全域 （単位）個人 （属性）０歳～１５歳の子供を持つ

親 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２３６，９７１ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年８月１日 （系

統）青森県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年９月３０日～平成２５年１０月

２５日 

【調査事項】 １．住居の種類、部屋数、２．同居の家族、子供の人数、３．子供の性別、

年齢、就学状況、４．生計の主たる担い手、５．育児休業の取得の有無  
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【調査名】 妊娠と出産に関する意識調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月３０日 

【実施機関】 愛知県健康福祉部児童家庭課 

【目 的】 本調査は、ライフステージに合わせた効果的な知識普及啓発の方法を確立さ

せるため、愛知県民の妊娠・出産等の知識・意識の実態把握のための調査を行う

ことを目的とする。 

【調査の構成】 １－妊娠と出産に関する意識調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－妊娠と出産に関する意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県２９市（区）町村 （単位）個人 （属性）２０歳～４４

歳の男女 （抽出枠）選挙人名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／１，４５０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施日現在 （系

統）愛知県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１１月１日～１１月１５日 

【調査事項】 １．子どもの有無、２．結婚観について、３．妊娠・出産・育児について、

４．職業観について、５．不妊症・不育症についての設問等  
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【調査名】 大阪府内製造業の受注及び経営状況に関する調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月３０日 

【実施機関】 大阪府商工労働部商工労働総務課 

【目 的】 グローバル化の進展の下で、付加価値生産性は、規模が比較的大きい中小企

業上位層が大企業と比べて遜色ない伸びを示す一方で、中下位層は低迷するなど、

中小企業内での規模間格差が生じている。本調査では、中小企業内での規模間で

の格差拡大要因について明らかにし、対象規模に基づいたきめ細かい中小企業施

策に資することを目的とする。 

【調査の構成】 １－大阪府内製造業の受注及び経営状況に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－大阪府内製造業の受注及び経営状況に関する調査票 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる

大分類「製造業」に属し、企業常用雇用者数が２９９人以下の企業 （抽出

枠）事業所母集団データベースを用い、企業常用雇用者数が、「０～９人」、

「１０人～２０人」、「３０人～２９９人」の各層から１０００ずつ選定する。 

【調査方法】 （選定）無作為 （客体数）３，０００／３０，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年９月３０日 （系統）大阪

府－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月２８日～１１月１１

日 

【調査事項】 １． 企業概要、２． 受注について、３． 経営状況（競争力、海外展

開、経営課題）、４． 公的支援策の利用について  
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【調査名】 千葉市子ども・子育て支援ニーズ調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月３０日 

【実施機関】 千葉市こども未来局こども未来部こども企画課 

【目 的】 本調査は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第６１条の規

定の基づき、「千葉市子ども・子育て支援事業計画（仮称）」を策定するに当たり、

子ども・子育て支援新制度に基づく給付・事業の「量の見込み」を推計するため、

就学前児童及び小学生の保護者を対象として、保護者の「現在の利用状況」及び

「今後の利用希望」等の把握を目的とするものである。 

【調査の構成】 １－千葉市子ども・子育て支援ニーズ調査 調査票（小学校就学前児童

用）、２－千葉市子ども・子育て支援ニーズ調査 調査票（小学生用） 

※ 

【調査票名】 １－千葉市子ども・子育て支援ニーズ調査 調査票（小学校就学前児童用） 

【調査対象】 （地域）千葉市全域 （単位）世帯 （属性）世帯 （抽出枠）住民基本

台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，３６０／１０１，８０１ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月４日～１

０月２５日（調査票の配布から回収までの期間のうち、回答日現在） （系

統）千葉市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月４日～平成２５年１

０月２５日 

【調査事項】 １．子どもの保護者の就労状況、２．子育てに関するニーズ等 

※ 

【調査票名】 ２－千葉市子ども・子育て支援ニーズ調査 調査票（小学生用） 

【調査対象】 （地域）千葉市全域 （単位）世帯 （属性）世帯 （抽出枠）住民基本

台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，４００／１０１，８０１ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月４日～１

０月２５日（調査票の配布から回収までの期間のうち、回答日現在） （系

統）千葉市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年１０月４日～平成２５年１

０月２５日 

【調査事項】 １．子どもの保護者の就労状況、２．子育てに関するニーズ等  
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【調査名】 千葉市産業連関表作成のための調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月３０日 

【実施機関】 千葉市総合政策局総合政策部統計課 

【目 的】 本調査は、平成２３年千葉市産業連関表作成のための基礎資料を得ることを

目的とする。 

【調査の構成】 １－千葉市産業連関表作成のための調査票 

※ 

【調査票名】 １－千葉市産業連関表作成のための調査票 

【調査対象】 （地域）千葉市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る鉄鋼業・ガス業・放送業・放送業・情報サービス業・インターネット附随

サービス業・映像・音声・文字情報制作業・物品賃貸業・専門サービス業（他

に分類されないもの）・広告業・技術サービス業（他に分類されないもの）・

学校教育・医療業・自動車整備業・機械等修理業（別掲を除く）・職業紹介・

労働者派遣業・その他の事業サービスの中分類に属する民営及び公営事業所

のうち、主に従業者数、売上額などを勘案して対象を選定する。 （抽出枠）

１．平成２４年経済センサス活動調査、２．千葉市保有の事業者情報 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成２３年１月～１２月 （系統）千葉市－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１１月１日～平成２５年１１月

２２日 

【調査事項】 １．従業員数、２．売上額、３．製造、４．賃加工、５．委託生産（外注

加工）等  
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【調査名】 子ども・子育て家庭 意識・生活実態調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月３０日 

【実施機関】 名古屋市子ども青少年局子ども未来課 

【目 的】 本調査は、なごや子ども条例に基づく「子どもに関する総合計画」及び子ど

も・子育て支援法に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」策定の基礎資

料の収集を目的とする。 

【調査の構成】 １－子ども・子育て家庭 意識・生活実態調査 調査票（就学前 保護

者用）２－子ども・子育て家庭 意識・生活実態調査 調査票（就学後 保

護者用） ３－子ども・子育て家庭 意識・生活実態調査 調査票（こど

も用） 

※ 

【調査票名】 １－子ども・子育て家庭 意識・生活実態調査 調査票（保護者用（就学

前用，就学後用）） 

【調査対象】 （地域）名古屋市全域 （単位）個人 （属性）平成２５年の４月１日現

在 ０歳～１７歳の子どもの保護者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２４，０００／３４４，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月１日現在 

（系統）名古屋市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１０月１０日～１０月３１日 

【調査事項】 １．保護者の就労状況について、２．子どもの育ちの環境について、３．

保育・教育事業等の利用状況について、４．子育て中に感じたことについて、

５．子育て中の経済的負担について、６．子育て支援の取組みへの感じ方に

ついて など 

※ 

【調査票名】 ２－子ども・子育て家庭 意識・生活実態調査 調査票（こども用） 

【調査対象】 （地域）名古屋市全域 （単位）個人 （属性）平成２５年の４月１日現

在 １０歳～１７歳の子ども （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００／１５４，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１０月１日現在 

（系統）名古屋市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１０月１０日～１０月３１日 

【調査事項】 １．日頃の生活や過ごし方について、２家庭の状況について、３．学校や

近所のことについて、４．子ども自身の気持ちや考えについて など  
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【調査名】 高齢者買い物環境実態調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月３０日 

【実施機関】 北九州市保健福祉局総務部総務課 

【目 的】 本調査は、北九州市では、高齢化や都市化の進行等に伴う「買い物弱者」の

課題に対応するため、市内各区にモデル地区（各区１か所、全７か所）を選定し、

住民参加のワークショップ方式による買い物支援の地域活動計画を作成するこ

ととしている。ついては、モデル地区内に居住する高齢者の買い物の現状などを

把握することにより、地域社会の協働による取組を検討するための基礎資料とす

るため。 

【調査の構成】 １－高齢者買い物環境実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－高齢者買い物環境実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市内のモデル地区（全７か所）（１．門司区 柄杓田地区、

２．小倉北区 南小倉地区、３．小倉南区 葛原地区、４．若松区 藤ノ木

地区、５．八幡東区 枝光地区、６．八幡西区 八枝・永犬丸地区、７．戸

畑区 天籟寺地区） （単位）個人 （属性）北九州市内のモデル地区内に

居住する６５歳以上の高齢者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５００／２５０，０００ （配布）

郵送、地域住民代表 （取集）郵送、地域住民代表 （記入）自計 （把握

時）平成２５年９月１日時点 （系統）北九州市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２５年９月２８日～１０月３１日 

【調査事項】 １．生鮮食料品等の買い物の場所、方法、今後望まれる支援策等、２．食

料群別の摂取状況 

  

- 44 -



（２）変更 

【調査名】 広島市子ども・子育て支援に関するニーズ調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月４日 

【実施機関】 広島市こども未来局こども未来調整課 

【目 的】 本調査は、「子ども・子育て支援事業計画」（計画期間：平成２７年度～平成

３１年度）の策定に当たり、子どもや保護者の生活実態や保育サービスの利用希

望等を把握することを目的とする。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票２－就学児童用調査票 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【調査対象】 （地域）広島市全域 （単位）世帯 （属性）就学前児童（０～５歳）の

いる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００／６８，４３１ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年９月 （系統）（配

布）広島市－民間事業者－報告者、（回収）報告者－広島市 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年９月上旬～平成２５年１０

月上旬 

【調査事項】 １．子どもの人数、２．末子の生年月、３．保護者の配偶関係、４．保護

者の就労状況等 

※ 

【調査票名】 ２－就学児童用調査票 

【調査対象】 （地域）広島市全域 （単位）世帯 （属性）就学児童（小学１～６年生）

のいる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，５００／６７，８１３ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年９月 （系統）（配

布）広島市－民間事業者－報告者、（回収）報告者－広島市 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２５年９月上旬～平成２５年１０

月上旬 

【調査事項】 １．子どもの人数、２．末子の生年月、３．保護者の配偶関係、４．保護

者の就労状況等  
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【調査名】 東京都福祉保健基礎調査（障害者の生活実態）（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月５日 

【実施機関】 東京都福祉保健局総務部総務課 

【目 的】 本調査は、東京都内に居住する、身体障害者、知的障害者、精神障害者及び

難病患者の生活実態を把握することにより、東京都における障害者施策充実のた

めの基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和４２年から実施されている。平成１８年に調査名が「東京都

社会福祉基礎調査」から「東京都福祉保健基礎調査」に変更された。 

【調査の構成】 １－東京都福祉保健基礎調査 調査票１，２－東京都福祉保健基礎調査 

調査票２，３－東京都福祉保健基礎調査 調査票３，４－東京都福祉保健

基礎調査 調査票４ 

※ 

【調査票名】 １－東京都福祉保健基礎調査 調査票１ 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）個人 （属性）東京都内に在住する１８歳

以上の身体障害者４０００人 （抽出枠）身体障害者手帳発行台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／４４７，２２２ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）併用 （把握時）平成２５年１０月１６

日 （系統）東京都－統計調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月中旬～１１月中旬 

【調査事項】 １．基本的属性、２．障害の状況、３．健康・医療、４．日常生活の状況、

５．就労の状況、６．経済基盤、７．社会参加等、８．情報の入手やコミュ

ニケーションの手段、９．障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律による障害福祉サービス等、１０．施設入所、１１．その他の

福祉サービス等、１２．災害関係 

※ 

【調査票名】 ２－東京都福祉保健基礎調査 調査票２ 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）個人 （属性）東京都内に在住する１８歳

以上の知的障害者１２００人 （抽出枠）愛の手帳発行台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００／５８，３８６ （配布）調

査員 （取集）調査員 （記入）併用 （把握時）平成２５年１０月１６日 

（系統）東京都－統計調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月中旬～１１月中旬 

【調査事項】 １．基本的属性、２．障害の状況、３．健康・医療、４．日常生活の状況、

５．就労の状況、６．経済基盤、７．社会参加等、８．情報の入手やコミュ

ニケーションの手段、９．障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律による障害福祉サービス等、１０．施設入所、１１．その他の
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福祉サービス等、１２．災害関係 

※ 

【調査票名】 ３－東京都福祉保健基礎調査 調査票３ 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）個人 （属性）東京都内に在住する１８歳

以上の精神障害者８００人 （抽出枠）精神障害者保健福祉手帳発行台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８００／７３，５０６ （配布）調査員 

（取集）調査員 （記入）併用 （把握時）平成２５年１０月１６日 （系

統）東京都－統計調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月中旬～１１月中旬 

【調査事項】 １．基本的属性、２．障害の状況、３．健康・医療、４．日常生活の状況、

５．就労の状況、６．経済基盤、７．社会参加等、８．情報の入手やコミュ

ニケーションの手段、９．障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律による障害福祉サービス等、１０．施設入所、１１．その他の

福祉サービス等、１２．災害関係 

※ 

【調査票名】 ４－東京都福祉保健基礎調査 調査票４ 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）個人 （属性）東京都内に在住する１８歳

以上の難病患者１２００人 （抽出枠）医療費助成事務システム 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００／７８，９８７ （配布）調

査員 （取集）調査員 （記入）併用 （把握時）平成２５年１０月１６日 

（系統）東京都－統計調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月中旬～１１月中旬 

【調査事項】 １．基本的属性、２．障害の状況、３．健康・医療、４．日常生活の状況、

５．就労の状況、６．経済基盤、７．社会参加等、８．情報の入手やコミュ

ニケーションの手段、９．障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律による障害福祉サービス等、１０．施設入所、１１．その他の

福祉サービス等、１２．災害関係  
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【調査名】 大阪市高齢者実態調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月１０日 

【実施機関】 大阪市福祉局高齢者施策部高齢福祉課・高齢施設課・介護保険課 

【目 的】 本調査は、大阪市における高齢者施策の推進にあたっては、「大阪市高齢者保

健福祉計画・介護保険事業計画」に基づき推進しているところであるが、この計

画は高齢者とその家族形態やニーズの変化、社会経済状況の推移、国の施策動向

を踏まえ３か年ごとに３年を一期とする計画を策定することとしており、次期計

画を策定するにあたり、ひとり暮らし高齢者をはじめとする高齢者の実態を把握

し、高齢者自身が持てる力を最大限活かしつつ、住み慣れた地域において自立し

た生活を送ることができるように次回計画に反映させ、高齢者施策をより効果的

に実施することを目的とする。 

【調査の構成】 １－大阪市高齢者実態調査票（本人調査）２－大阪市高齢者実態調査票

（施設調査）３－大阪市高齢者実態調査票（介護支援専門員調査）４－大

阪市高齢者実態調査票（介護保険サービス利用者調査）５－大阪市高齢者

実態調査票（介護保険サービス未利用者調査） 

※ 

【調査票名】 １－大阪市高齢者実態調査票（本人調査） 

【調査対象】 （地域）大阪市全域 （単位）個人 （属性）６５歳以上の者（一部の事

項については、ひとり暮らし高齢者、食事の会食サービス利用者及び老人憩

の家利用者） （抽出枠）介護保険事務処理システム被保険者管理データ 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１８，０００／６２０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）記入日現在 （系統）大阪

市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年１０月上旬～１０月３１日 

【調査事項】 １．性別、２．年齢、３．居住区、４．同居家族の状況、５．住宅の種別、

６．介護保険申請・認定状況、７．日常生活の状況、８．外出の頻度・状況、

９．健康への意識・意向、１０．介護予防事業の利用状況・今後の意向、１

１．かかりつけ医師・歯科医師の有無、１２．歯・食事の状況、１３．日常

生活の不安、１４．仕事の状況・意識、１５．近所付き合いの状況、１６．

社会参加の状況、１７．地域の見守り活動の状況、１８．互助意識、１９．

楽しみ・いきがい、２０．今後の住まい方の希望、２１．日常生活の満足度、

２２．施設・事業の利用状況・認知度・満足度、２３．虐待・認知症に関す

ること、２４．孤独死に関すること、２５．災害時の支援状況、２６．相談

先、２７．情報の収集状況、２８．大阪市の施策に関すること、２９．ひと

り暮らし高齢者に関すること（ひとり暮らしの年数、健康状態、地域生活の

状況、日常生活の支援状況 等）、３０．食事の会食サービスに関すること
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（利用開始時期、事業を利用するきっかけ、利用したことによる変化・満足

度、利用期間、事業の変化による影響）、３１．老人憩の家の利用に関する

こと（利用頻度、事業の変化による影響等） 等 

※ 

【調査票名】 ２－大阪市高齢者実態調査票（施設調査） 

【調査対象】 （地域）大阪市全域 （単位）施設 （属性）市内にある介護老人福祉施

設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、養護老人ホーム、軽費老人ホ

ーム、生活支援ハウス、認知症高齢者グループホーム、有料老人ホーム、サ

ービス付き高齢者向け住宅 （抽出枠）大阪府・市に届出のある各施設一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６１１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２５年１０月１日現在 （系統）大阪市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年１０月上旬～１０月３１日 

【調査事項】 １．施設概要（開設年月、定員等）、２．入所（入院・入居）者の状況（人

数）、３．医療的ケアの種類、４．入所（入院・入居）者の金銭管理の状況、

５．リハビリテーションの実施状況、６．施設における「看取り」の状況、

７．事故や災害への対応状況、８．入所（入院・入居）者へのサービス向上

のための取組内容、９．入所（入院・入居）者等からの苦情の内容、１０．

福祉人材確保の状況・取り組み、１１．高齢者虐待防止等のために実施して

いる対策、１２．地域福祉への貢献の状況、１３．災害時の福祉避難所とし

ての取り組み 等 

※ 

【調査票名】 ３－大阪市高齢者実態調査票（介護支援専門員調査） 

【調査対象】 （地域）大阪市全域 （単位）個人 （属性）大阪市内の居宅介護支援事

業者に勤務している介護支援専門員 （抽出枠）介護保険事務処理端末 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４，０７０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）記入日現在 （系統）（配布）大阪市－居宅介護支援

事業者－報告者、（回収）報告者－大阪市 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年１０月上旬～１０月３１日 

【調査事項】 １．本人の属性、２．介護支援専門員業務の従事状況、３．保健医療福祉

関係の資格の保有状況、４．勤務形態及び勤務日数・時間、５．担当してい

る利用者の状況、６．介護サービスに係る情報収集方法、７．医療機関との

連携状況・病院等との連携の有無、８サービス担当者会議の状況、９．支援

困難事例の状況、１０．認知症高齢者に関すること、１１．高齢者虐待事例

の状況 等 

※ 

【調査票名】 ４－大阪市高齢者実態調査票（介護保険サービス利用者調査） 
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【調査対象】 （地域）大阪市全域 （単位）個人 （属性）要介護（要支援）認定を受

けており、調査実施年の４月から３か月の間で介護保険サービスを１度でも

利用した者（一部の事項については、当該利用者の家族である介護者） （抽

出枠）介護保険事務処理システム被保険者管理データ 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，０００／８７，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）記入日現在 （系統）大阪市

－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年１０月上旬～１０月３１日 

【調査事項】 １．性別、２．年齢、３．要介護度、４．家族の状況、５．介護者の有無、

６．要介護度、７．要介護認定を受けた時の状況、８．介護保険サービスの

利用状況、９．介護予防サービスの利用状況、１０．介護支援専門員に対す

る満足度、１１．介護者の状況（利用者本人との関係、性別、年齢、健康状

態、１日の平均介護時間・介護内容など介護の状況、介護保険サービスに関

する満足度 等） 等 

※ 

【調査票名】 ５－大阪市高齢者実態調査票（介護保険サービス未利用者調査） 

【調査対象】 （地域）大阪市全域 （単位）個人 （属性）要介護（要支援）認定を受

けているにもかかわらず、調査実施年の４月から３か月の間、介護保険サー

ビスの利用実績がない者（一部の事項については、当該未利用者の家族であ

る介護者） （抽出枠）介護保険事務処理システム被保険者管理データ 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，５００／２２，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）記入日現在 （系統）大阪市

－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２５年１０月上旬～１０月３１日 

【調査事項】 １．性別、２．年齢、３．要介護度、４．家族の状況、、５．介護者の有

無、６．要介護認定を受けた時の状況、７．介護サービスの利用状況、８．

介護保険サービスを利用していない理由、９．介護予防サービスの認知状況、

１０．介護者の状況（未利用者本人との関係、性別、年齢、健康状態、１日

平均介護時間・介護内容など介護の状況、介護保険サービスに関する満足度

等） 等  
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【調査名】 労働条件・労働福祉実態調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月１１日 

【実施機関】 愛知県産業労働部労政担当局労働福祉課 

【目 的】 本調査は、愛知県内の主として中小企業における労働時間などの労働条件と

ともに、労働者の福利厚生（ソフト面）に対しての制度の導入や制度の利用の実

態を明らかにするため。 

【沿 革】 平成２２年に、調査の名称が「労働条件・就業状況実態調査」から「就業・

労働条件実態調査」に変更された。平成２３年に調査の名称が「労働条件・労働

福祉実態調査」に変更された。 

【調査の構成】 １－労働条件・労働福祉実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－労働条件・労働福祉実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類のうち、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情

報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不

動産業，物品賃貸業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業」、「医療，福祉（医療業のみ）」、「複合サービス事業」、「サービス業

（「政治・経済・文化団体」、「宗教」、「外国公務」「その他のサービス業」を

除く）」に属し、従業員１０人以上の民営事業所で、愛知県内に本社（本店）

のある事業所及び単独事業所 （抽出枠）事業所母集団データベースから作

成した事業所リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／２９，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在（直近の

１年間） （系統）愛知県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月中旬～１１月２５日 

【調査事項】 １．企業の常用労働者数・業種、２．労働時間・週休制・年次有給休暇、

３．ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）、４．メンタルヘルス

対策  
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【調査名】 賃金等調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月１２日 

【実施機関】 福岡県福祉労働部労働局労働政策課 

【目 的】 本調査は、福岡県内の民営事業所に雇用される常用労働者及びパートタイム

労働者の平均賃金等労働条件の実態及び賃上げの状況を明らかにすることを目

的とする。 

【調査の構成】 １－賃金等調査票１ ２－賃金等調査票２ 

※ 

【調査票名】 １－賃金等調査票１ 

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）事業所 （属性）従業者数３０人以上の民

営事業所 （抽出枠）平成２４年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００／２２６，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在又は７

月１か月間。ただし、休日・休暇の現況のうち、「年間休日総数」は調査年

１年間または調査前年の１会計年度、「年次有給休暇」は調査前年１年間ま

たは調査前々年の１会計年度 （系統）福岡県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月中下旬～１０月下旬 

【調査事項】 １．事業所の現況、２．７月の従業員の平均支給賃金額等、３．新規学卒

者の初任給、４．諸手当の支給状況 （「諸手当の支給状況」「モデル退職金」

「モデル賃金」の３項目を交代で調査）、５．休日・休暇の現況 

※ 

【調査票名】 ２－賃金等調査票２ 

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）事業所 （属性）従業者数３０人以上の民

営事業所 （抽出枠）平成２４年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００／２２６，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在又は７

月１か月間。ただし、休日・休暇の現況のうち、「年間休日総数」は調査年

１年間または調査前年の１会計年度、「年次有給休暇」は調査前年１年間ま

たは調査前々年の１会計年度 （系統）福岡県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月中下旬～１０月下旬 

【調査事項】 １．事業所の名称、組合員の平均勤続年数、平均年齢、２．春季賃上げ要

求・妥結状況、３．夏季一時金要求・妥結状況、４．年末一時金要求・妥結

状況  
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【調査名】 熊本県労働条件等実態調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月１３日 

【実施機関】 熊本県商工観光労働部商工労働局労働雇用課 

【目 的】 本調査は、熊本県内の事業所に雇用されている労働者の賃金・労働時間その

他の労働条件を把握し、労働行政の基礎資料にするとともに、調査結果を労使関

係者・労働関係機関に提供することにより健全な労使関係の推進に役立てること

を目的とする。 

【調査の構成】 １－熊本県労働条件等実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－熊本県労働条件等実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）熊本県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類（平成

１９年１１月改定）に掲げる大分類「農業，林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，

砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報

通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動

産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サ

ービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，

福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」の民

営事業所のうち、常用雇用者数５人以上の事業所全て （抽出枠）平成２４

年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）毎年６月３０日現在 （系統）熊本県－報告

者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月中旬～１０月３１日 

【調査事項】 １．事業所の概要（１）就業形態、（２）正社員の年齢構成及び平均年齢、

（３）管理職の登用状況、２．賃金制度（１）正社員の賃金支払形態、（２）

正社員の所定内賃金、（３）正社員の賃上げ実施状況、３．労働時間（１）

正社員の所定労働時間、（２）正社員の週休制、（３）正社員の年間休日及び

年次有給休暇の取得状況、（４）正社員の育児休業の取得状況、４．正社員

以外の労働者について（１）正社員以外の労働者の年齢別人数、（２）正社

員以外の労働者の仕事内容、（３）正社員以外の労働者を活用している理由、

（４）正社員以外の労働者の賃金や評価等を正社員と比較したときのバラン

ス、（５）正社員以外の労働者の正社員への登用制度の有無、（６）正社員以

外の労働者の比率の今後の変化、５．誰もが働きやすい職場環境づくり（１）

ワーク・ライフ・バランス（ア．ワーク・ライフ・バランスの認知状況、イ．

ワーク・ライフ・バランスの取組内容、ウ．ワーク・ライフ・バランスに取

り組む上での課題、エ．ワーク・ライフ・バランスを実現するために必要だ
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と思うこと）、（２）ポジティブ・アクション（ア．ポジティブ・アクション

の取組状況、イ．ポジティブ・アクションの取組内容、ウ．ポジティブ・ア

クションに取り組む理由、エ．ポジティブ・アクションに取り組んでいない

理由（ア．で「取り組んでいない」と答えた事業所に対し）、オ．女性の活

躍を推進する上での課題）、６．高年齢者の雇用（１）高年齢者の雇用状況、

（２）高年齢労働者の年齢状況、（３）高年齢労働者の活用の取組内容、（４）

高年齢者を雇用する上での課題、（５）高年齢者雇用確保措置の実施状況  
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【調査名】 住生活総合調査拡大調査（平成２５年届出） 

【受理年月日】 平成２５年９月３０日 

【実施機関】 佐賀県県土づくり本部建築住宅課 

【目 的】 本調査は、佐賀県の普通世帯の居住する住宅及び住環境に関する評価、住宅

建設又は住み替えの実態、住宅の住み替え、改善の意向等の住宅に関する動向を

把握し、住宅政策の展開を図るうえでの基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－平成２５年住生活総合調査拡大調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２５年住生活総合調査拡大調査 調査票 

【調査対象】 （地域）佐賀県全域 （単位）世帯 （属性）総務省統計局が行う平成２

５年住宅・土地統計調査の対象となる同一の客体から抽出した普通世帯 

（抽出枠）平成２２年国勢調査の一般世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，６０８／２９４，１２０ （配布）

調査員 （取集）調査員・郵送 （記入）自計 （把握時）平成２５年１２

月１日現在 （系統）佐賀県－市町－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年１１月２１日～平成２５年１２

月１０日 

【調査事項】 １．要介護認定（１）介護認定の有無と度合い、２．現在の住宅と、住宅

のまわりの環境の評価（１）住宅及び住環境の総合評価（満足度）、（２）住

宅の総合評価（満足度）、（３）住環境の総合評価（満足度）、（４）住宅の要

素別評価（満足度）、（５）住環境の要素別評価（満足度）、（６）住宅及び住

環境の要素のうち重要と思うもの、思わないもの、３．最近５年間の居住状

況の変化（１）５年前（平成２１年１月時点）の世帯人員、（２）最近５年

間（平成２１年１月以降）の世帯の身辺事情の変化、【平成２１年１月以降、

住み替え、リフォーム、建て替えを行った者に対して】（１）住み替え、リ

フォーム、建て替えの目的、（２）住み替え、リフォーム、建て替え前後の

住宅の床面積の変化の有無及び変化有の場合、変化する前の床面積、（３）

住み替え、リフォーム、建て替え前後を比較して住宅・住環境の各要素の変

化に対する評価、（４）住み替え、リフォーム、建て替えに要した費用、【リ

フォームと住み替えを同時期に行った者に対して】（１）うちリフォームに

要した費用、【平成２１年１月以降、現住所への住み替えを行った者に対し

て】（１）住み替え前の住宅の居住期間、（２）住み替え前の住宅の処分方法、

【現在、持家に住んでいる者に対して】（１）これまでの持家の取得回数、

４．今後の住まい方（１）今後の住み替え、リフォーム、建て替えの意向・

計画の有無及び有の場合、その実現の時期、【今後、住み替えを考えている

者に対して】（１）住み替え先として考えている住宅の所有関係、種類、建
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て方、構造、現住居との位置関係、立地環境、（２）住み替えるときの現在

の住宅の処分方法、【今後、リフォームを考えている者に対して】（１）考え

ているリフォームの内容、【今後、住み替え、リフォーム、建て替えを考え

ている者に対して】（１）住み替え、リフォーム、建て替えの目的、（２）住

み替え、リフォーム、建て替えの予算と、そのうち借入金の割合、（３）住

み替え、リフォーム、建て替えの実現上の課題、【住み替えを考えていない

者に対して】（１）住み替えを考えていない理由、（２）将来、現住居を必要

としなくなった場合の処分方法、５．現住居以外の住宅（１）現住居以外の

住宅の有無及び有の場合のその住宅の建て方、現住居からの所要時間、立地

環境、建築年、利用状況、（２）別の住宅が空き家になっている場合、その

空き家の空き家状態の継続年数、賃貸・売却の募集状況、管理の状況、建物

の状態、今後の活用意向及び空き家のままにしておく場合、その理由、（３）

将来、親などが住んでいる住宅の相続予定の有無及び有の場合、その住宅の

立地、意向、６．子どもとの住まい方など（１）子育てのために住宅や環境

で重要と思う点、（２）高齢期における子との望ましい住まい方、７．世帯

の住居費など（１）住宅ローンの有無及び年間返済額、（２）家賃、住宅ロ

ーンの返済などの住居費についての負担感【現在、持ち家の「共同住宅・長

屋建」に居住する者に対して】（１）毎月の住宅の管理費の額、８．現在の

住宅の建築時期（１）住宅の建築時期 
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